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表 7-1 生駒市の公共交通の位置づけと役割（令和 7 年度） 

位置づけ 交通手段  役割 確保・維持策 

幹線交通 鉄道 近鉄奈良線 

近鉄けいはんな線 

近鉄生駒線 

・大阪府や奈良市等、隣接都

市間や広域的な都市間の

移動を支える公共交通網 

・市内の都市拠点や各地域

拠点間の移動を支える公

共交通網 

交通事業者と協議の

上、一定水準のサー

ビスを確保 

バス（地

域 間 幹

線・補助

対象） 

富雄庄田線（富雄

駅～学研北生駒駅） 

地域公共交通確保維

持事業（幹線補助）

を活用し持続可能な

運行を確保 

支線交通 鉄道 生駒ケーブル ・居住地と地域拠点や各生

活拠点を結ぶ公共交通網

（生活交通ネットワー

ク） 

・市内での活動機会を支え

る交通 

交通事業者と協議の

上、一定水準のサー

ビスを確保 

バス 旭ケ丘線 

生駒台循環線 

北田原線 

上町生駒線 

帝塚山住宅線 

帝塚山大学線 

東生駒団地線 

生駒ニュータウン線 

生駒イトーピア線 

ひかりが丘住宅線 

パークヒルズ田原線 

学園高山線 

西登美ケ丘真弓線 

奈良北高校線 

中登美ケ丘団地線 

バス（補

助対象） 

富雄庄田線（学研北

生駒駅～傍示・生駒

北スポーツセンタ

ー） 

地域公共交通確保維

持事業（フィーダー

補助）を活用し持続

可能な運行を確保 

コミュニ

ティバス 

光陽台線 

門前線 

北新町線 

西畑有里線（有里線） 

萩の台線 

鹿ノ台線 

交通事業者と協議の

上、一定水準のサー

ビスを確保 

コミュニ

ティバス

（補助対

象） 

西畑有里線（西畑線） 地域公共交通確保維

持事業（フィーダー

補助）を活用し持続

可能な運行を確保 
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図 7-1 生駒市の公共交通の位置づけと役割（令和 7 年度）   
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＜地域公共交通確保維持改善事業の必要性＞ 

・ 富雄庄田線（ 富雄駅～学研北生駒駅） は、 近鉄けいはんな線学研北生駒駅、 近鉄奈良線

富雄駅の各鉄道駅と 、 本市及び奈良市の各集落や住宅地等を連絡し 、 通勤・ 通学、 買い

物、通院と いっ た日常生活や、長弓寺等への観光ルート を 結ぶ幹線交通と し て多様な移

動を 担っ ています。 学研北生駒駅や富雄駅では、 鉄道や他の支線交通と 連絡し 、 本市を

含む県北西部地域の公共交通ネッ ト ワーク を 構築する 上で特に重要な役割を 果たし て

います。 一方で、 市や交通事業者の運営努力だけでは路線の維持が難し く 、 地域公共交

通確保維持改善事業（ 幹線補助） により 運行を 確保・ 維持する必要があり ます。  

・ 富雄庄田線（ 学研北生駒駅～傍示・ 生駒北スポーツセンタ ー） は、 本市北部の交通不便

地域と 鉄道駅（ 学研北生駒駅） や市立生駒北小中学校を結ぶバス路線であり 、 地域の移

動手段と し ての役割を 担っ ています。 また、 西畑有里線（ 西畑線） は、 本市南西部の交

通不便地域と 鉄道駅（ 南生駒駅） や医療機関、 商業施設を 結ぶコ ミ ュ ニティ バス路線で

あり 、 地域の移動手段と し ての役割を 担っ ています。 一方で、 どちら の路線も 、 市や利

用者・ 沿線地域の負担（ 自助努力） だけでは路線の維持が難し く 、 地域公共交通確保維

持改善事業（ フ ィ ーダー補助） により 運行を確保・ 維持する必要があり ます。  

 

表 7-2 補助系統に係る事業及び実施主体（令和 7 年度） 

交通手段 系統名 起点 終点 運行主体 補助事業

の活用 

バス 富雄庄田線 富雄駅 学研北生駒駅 奈良交通 幹線補助 

富雄庄田線 学研北生駒

駅 

傍示・生駒北スポーツ

センター 

フィーダ

ー補助 

旭ケ丘線 生駒駅 中菜畑二丁目 なし 

生駒台循環線 生駒駅 生駒台経由 

生駒駅 

北田原線 生駒駅 北田原 

上町生駒線 生駒駅 学研北生駒駅 

帝塚山住宅線 東生駒駅 帝塚山住宅 

帝塚山大学線 生駒駅 帝塚山大学 

東生駒団地線 生駒駅 小瀬保健福祉ゾーン、

翠光台 

生駒ニュータ

ウン線 

生駒駅 白庭台駅 

生駒イトーピ

ア線 

学園前駅 鹿ノ台北二丁目 

ひかりが丘住

宅線 

生駒駅 ひかりが丘 

パークヒルズ

田原線 

生駒駅 田原台一丁目 

学園高山線 学園前駅 高山サイエンスタウン 
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交通手段 系統名 起点 終点 運行主体 補助事業

の活用 

西登美ケ丘真

弓線 

学研北生駒

駅 

学園前駅 

奈良北高校線 学園前駅 奈良北高校 

中登美ケ丘団

地線 

学研北生駒

駅 

学園前駅 

コミュニ

ティバス 

光陽台線 生駒市役所 光陽台口経由 

生駒市役所 

生 駒 市

（運行は

交通事業

者 に 委

託） 

門前線 生駒駅 門前町南経由 

生駒駅 

北新町線 生駒市役所 薬師台経由 

生駒市役所 

西 畑 有 里 線

（有里線） 

南コミュニ

ティセンタ

ーせせらぎ 

むかいやま公園入口経

由 

南コミュニティセンタ

ーせせらぎ 

萩の台線 南コミュニ

ティセンタ

ーせせらぎ 

萩の台第 1 公園、萩の

台北の谷公園経由 

南コミュニティセンタ

ーせせらぎ 

鹿ノ台線 学研奈良登

美ヶ丘駅 

いきいきホール前、鹿

ノ台北二丁目経由 

学研奈良登美ヶ丘駅 

西 畑 有 里 線

（西畑線） 

南コミュニ

ティセンタ

ーせせらぎ 

暗峠 フィーダ

ー補助 

＜全路線共通＞ 

・ 事業許可区分： 4 条乗合 

・ 運行形態： 路線定期運行 

 

(2) 目指すべき将来ネットワーク 

本市で目指す地域公共交通の交通体系図は、 次のと おり と し ます。  
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基本方針③ 市民・地元企業・行政等の協働による公共交通サービスの充実 

基本方針③「 市民・ 地元企業・ 行政等の協働による公共交通サービスの充実」については、

地域公共交通の維持に向けて、「 1 日あたり の利用者数の維持」、「 収支率」、「 公的資金投入

額」 を 目標と し ます。  
 
＜目標③－１＞ ※令和 7 年 6月の改訂にあわせて追加 

目標 

地域公共交通の 1 日あたりの利用者数の維持 

目標の設定 

たけまる号・富雄庄田線（学研北生駒駅～傍示・生駒北スポーツセンター）の主な利用

者である高齢者の運転免許保有率が増加しており、公共交通利用への転換が進みにく

い状況にある。また、人口減少や生産年齢人口の減少に伴い、公共交通の利用者数は減

少する可能性が高い。そのため、たけまる号・富雄庄田線の 1日あたりの利用者数を現

在の水準で維持することを目指す。 

たけまる号の評価指標 現況値（R1） 目標値（R13） 

1 日あたり

の利用者数 

たけまる号全路線の1日あたり

の利用者数が、たけまる号を利

用する沿線地区の住民基本台

帳人口の合計に占める割合 

2.32％ 2.32％ 

富雄庄田線の評価指標 現況値（R6） 目標値（R13） 

1 日あたり

の利用者数 

富雄庄田線（学研北生駒駅～傍

示・生駒北スポーツセンター）

の 1 日あたりの利用者数が、富

雄庄田線を利用する沿線地区

の住民基本台帳人口の合計に

占める割合 

4.17％ 4.17％ 

評価方法等 

・使用するデータ：（たけまる号）生駒市統計書で公表されている実績を計上する。（富

雄庄田線）奈良交通提供資料より算出する。 

・評価時期：毎年 

 
※現況値の対象期間は、 たけまる号は平成 31 年 4 月～令和 2 年 3 月、 富雄庄田線は令和

6 年 6 月（ 平日） で算出し た。    
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＜目標③－２＞ ※令和 5 年 12 月、令和 7年 6月の改訂にあわせて追加 

目標 

地域公共交通の事業効率の改善 

目標の設定 

たけまる号・富雄庄田線（学研北生駒駅～傍示・生駒北スポーツセンター）の運行にあ

たり、運行費用と運賃収入の差額を生駒市が負担（富雄庄田線については令和 8 年度

から）している。持続可能な公共交通サービスの提供に向けて、たけまる号への生駒市

公的資金投入額が運行費用の 70％を下回る（＝たけまる号の収支率が 30％を上回る）

こと、ならびに富雄庄田線への収支率が現在の水準より改善することを目指す。 

たけまる号の評価指標 現況値（R4） 目標値（R13） 

公的資金

投入額 

生駒市公的資

金投入額が運

行費用に占め

る割合 

光陽台線 30.8％ 

生駒市公的資金投

入額が運行費用の

70％を下回る水準

を維持 

門前線 30.3％ 

北新町線 57.4％ 

西畑・有里線 58.2％ 

萩の台線 82.1％ 

鹿ノ台線 68.9％ 

（参考）全路線 52.2％ 

（参考）生駒

市公的資金投

入額 

光陽台線 2359 千円   

門前線 2397 千円   

北新町線 1580 千円   

西畑・有里線 3812 千円   

萩の台線 5449 千円   

鹿ノ台線 3543 千円   

（参考）全路線 19142 千円   

収支率 収支率 光陽台線 69.2％ 

門前線 69.7％ 

北新町線 42.6％ 

西畑・有里線 41.8％ 

萩の台線 17.9％ 

鹿ノ台線 21.9％ 

（参考）全路線 46.5％ 

富雄庄田線の評価指標 現況値（R6） 目標値（R13） 

収支率 収支率 富雄庄田線（学

研北生駒駅～傍

示・生駒北スポ

ーツセンター） 

23.5％ 
収支率が現況の水

準より改善 

評価方法等 

・使用するデータ：（たけまる号）たけまる号の実績を計上する。（富雄庄田線）奈良交

通提供資料より算出する。 

・評価時期：毎年 

 
※現況値の対象期間は、 光陽台線、 門前線、 北新町線、 西畑・ 有里線、 萩の台線は令和 4

年 4 月～令和 5 年 3 月、 鹿ノ 台線は令和 4 年 8 月～令和 5 年 7 月、 富雄庄田線は令和 5

年 10 月～令和 6 年 9 月で算出し た。  
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事業② 買い物や通院等の時間帯に合わせた公共交通サービスの提供 

事業概要 ○買い物や通院の時間帯に合わせた公共交通サービスの提供の検討 

地元住民ニーズを参考にしながら、買い物や通院の時間帯に合わせた公

共交通サービスの提供、既存の公共交通サービスの強化等を検討します。 

①地区の検証）令和２年度に実施した住民アンケート調査結果や現状の

人口動態、公共交通サービス、施設立地状況等から、買い

物や通院の活動機会が保障されていない地区等を検証。

高齢化等の指標により、整備優先順位を立案。 

②ニーズの検証）検討対象地区について、地元住民（自治会等）の意見・

ニーズを収集し、地元として公共交通サービス提供を必

要としているかの検証。 

③代替案の作成）公共交通サービス検討対象地区について、複数の導入す

る代替案を作成（計画立案）。この代替案について、地元

が選択。 

※上記の取組については、高山地区（富雄庄田線）での地域公共交通利便

増進実施計画によるネットワーク再編により、推進を図っていきます。 

＜高齢化が進むニュータウンでの公共交通サービスの検討事例＞ 

・高齢化が進むニュータウンの住民の移動に対する課題解決として、

低速の小さな公共交通（グリーンスローモビリティ：電動小型低速車

両）の自動運転化等が検討されています。 

 

参考：愛知県春日井市のグリーンスローモビリティ自動運転実験の事例 

実施主体等 

 

 

生駒市 国・県 交通事業者 地元住民 企業 その他 

○ － ○ ○ － － 

実施予定 

時期 

 

令和 3(2021) 令和 4(2022) 令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8 以降 

ー ー ー 
ネットワーク

再編の検討 
 

地区の検証 

ニーズの検証 

継続・拡充 
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■基本方針②：まちづくりと連携した公共交通サービスの提供 

【事業の方向性①：まちづくりや観光分野と公共交通の連携】 
事業⑥ 都市拠点等への公共交通サービスの見直し・改善 

事業概要 〇将来の生活交通圏域に準じた公共交通サービスの確保 

都市計画マスタープランの将来生活交通圏域では、地域拠点として、北部

地域は学研北生駒駅、南部地域は南生駒駅が位置づけられ、生活拠点として

各鉄道駅周辺や既存の商業集積が位置づけられています。 

現状の公共交通網やサービスレベルでは、地域拠点や生活拠点まで公共

交通サービスを利用して移動できない（時間がかかる）地区については、路

線バスやたけまる号のサービス提供状況を検証し、必要に応じて改善等の

検討を行います。 

＜関連する事業と効果のイメージ＞ 

・学研北生駒駅／学研北生駒駅中心地区まちづくりにより駅周辺の整

備が進めば利便性がよくなる。 

・南生駒駅／バリアフリー基本構想を策定、重点整備地区として南生

駒駅選定、駅周辺の整備が進めば利便性がよくなる。 

＜運行改善の事業案＞ 

・昼間時間帯等の運行頻度や運行ルートの変更 

・駅周辺の整備事業にあわせて、一般送迎車両用のスペースの整備や

タクシーベイの整備、バスターミナルの整備等、交通結節機能強化を

検討。またバスによるアクセス利便性向上策を検討 等 

※上記の取組については、高山地区（富雄庄田線）での地域公共交通利便

増進実施計画によるネットワーク再編により、推進を図っていきます。 

 

〇道路整備事業と連携した公共交通サービスの検討 

広域幹線道路整備事業（小平尾 BP、清滝生駒道路等）などの道路事業の

供用時期には、交通事業者と公共交通サービスの提供方法等を検討します。 

 

 

 

 

 

 

実施主体等 

 

 

生駒市 国・県 交通事業者 地元住民 企業 その他 

○ － ○ － － － 

実施予定 

時期 

 

令和 3(2021) 令和 4(2022) 令和 5(2023) 令和 6(2024) 令和 7(2025) 令和 8 以降 

－ － － 
ネットワーク

再編の検討 
 運行計画検討 

継続・拡充 
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